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 [事実の概要]

被上告人野瀬義人（以下では、「野瀬」とする）は、貸金業者である株式会社シーアール・ホーム（上告人）（以下では、「シーアール・ホーム」とする）との間で金銭消費貸借契約を締結し、この貸借にさいしては、公正証書が存在し、野瀬所有の不動産に根抵当権が設定された。野瀬は、一定期間、シーアール・ホームに約定の利息３６．５％を支払ったが、この利息の支払に対し、シーアール・ホームは貸金業法１８条１項所定の書面（受取証書）を交付しなかった。

野瀬は、利息制限法所定の利率を超える部分は過払利息として順次元本に充当され、借入金は完済されたと主張して、本件公正証書の執行力の排除、債務の不存在確認、根抵当権設定登記の抹消を求める訴えを提起した。これに対して、シーアール・ホームは、本件のように銀行振込による送金であって、かつ、債務者から受取証書の交付の請求がない場合には、受取証書の交付がされていなくとも、貸金業法４３条1項が適用され、みなし弁済の効力が生じると主張した。

[判旨]

▫「貸金業者との間の金銭消費貸借上の利息の契約に基づき、債務者が利息として任意に支払った金銭の額が、利息制限法一条一項に定める制限額を超える場合において、右超過部分の支払が貸金業の規制等に関する法律四三条一項によって有効な利息の債務の弁済とみなされるためには、右の支払が貸金業者の預金又は貯金の口座に対する払込みによってされたときであっても、特段の事情のない限り、貸金業者は、右の払込みを受けたことを確認した都度、直ちに、同法一八条一項に規定する書面（以下「受取証書」という。）を債務者に交付しなければならないと解するのが相当である。けだし、同法四三条一項二号は、受取証書の交付について何らの除外事由を設けておらず、また、債務者は、受取証書の交付を受けることによって、払い込んだ金銭の利息、元本等への充当関係を初めて具体的に把握することができるからである。右と同旨の原審の判断は、正当として是認することができ、原判決に所論の違法はない。」
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